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第3章◆平成16年財政再計算結果との比較  

第3章 平成16年財政再計算結果との比較   

本章では、公的年金各制度の財政状況把握をより的確に行うため、財政収支、財政指標につい  

て、実績と前回財政再計算結果との比較を行う。  

1 財政計画と比較する際の留意点   

平成16年財政再計算時に作成された財政計画上の将来見通しと実績を比較する際に   

留意すべき点は、次のとおりである。  

① 全額支給停止となる者の取扱い   

将来見通しは、各制度とも年金が全額支給停止となる者を受給権者から外し、受給   

者について作成されていることから、本章では、将来見通しの比較対象である実績に   

ついても受給者ベースのものを使用する注。  

往 年金扶養比率を比較する際も、分母は受給権者数ではなく受給者数とする。  

② 被保険者数・受給者数の取扱い   

厚生年金と国民年金の平成16年財政再計算では、被保険者数・受給者数の将来見通   

しは、年度末の人数ではなく、前年度末の人数と当年度末の人数を平均した年度間平   

均人数により示されていることから、本章では、両制度の人数は、前年度末の実績と   

当年度末の実績を平均し、当年度の年度間平均人数を求め、将来見通しと比較する。  

③ 厚生年金の実績の取扱い   

本章では、厚生年金の決算ベースの実績に以下の修正を加えた「実績推計」を作成   

し、将来見通しと比較する。  

1）基金の代行部分の取扱い  

厚生年金の平成16年財政再計算では、厚生年金基金が代行している部分を含めた   

厚生年金制度全体について将来見通しが作成されていることから、以下のとおり修  

正を加える。  

○ 保険料収入に、厚生年金基金に係る免除保険料を加える。   

○ 給付費に、厚生年金基金から給付されている代行給付分（年度末の最低責任準  

備金を算出する際に用いられている額）を加え、その他支出から政府負担金を控  

除し、政府負担金相当額を給付費に加える。  

○ 積立金額に厚生年金基金の最低責任準備金を加え、運用収入にその修正等によ  

り発生したであろう運用収入を加える。  
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○ 収入から解散厚生年金基金等徴収金を控除する。   

2）国庫負担繰延額などの取扱い  

将来見通しにおいては、国庫負担繰延額などの未収部分が当初から積立金額に加   

算されていることから、以下のとおり修正を加える。  

○ 積立金額に国庫負担繰延額を加え（平成17年度までは公社未移換積立金残高も  

加える）、運用収入にその修正等により発生したであろう運用収入を加える。さら  

に、積立金に独立行政法人べの出資金のうち将来の給付費等への充当を予定して  

いる分を加える。  

○ 収入から積立金相当額納付金及び積立金より受入を除き、独立行政法人福祉医  

療機構納付金（平成18年度については年金資金運用基金資産承継収入）を控除す  

る（平成17年度については、その他支出から財政融資資金繰上償還等資金財源を  

控除する）。   

3）基礎年金部分の取扱い  

将来見通しにおいては、給付費は基礎年金交付金相当の部分等を除いた独自給付  

部分について示されていることから、収入から基礎年金交付金及び職域等費用納付  

金を控除し、給付費から基礎年金交付金相当額及び職域等費用納付金相当額を控除  

する。  

④ 国民年金の実績の取扱い  

本章では、国民年金の決算ベースの実績に以下の修正を加えた「実績推計」を作成   

し、将来見通しと比較する。  

1）国庫負担繰延額などの取扱い  

国民年金の平成16年財政再計算では、国庫負担繰延額などの未収部分が当初から   

積立金額に加算されていることから、以下のとおり修正を加える。  

○ 積立金額に国庫負担繰延額を加える。さらに、独立行政法人への出資金のうち  

将来の給付費等への充当を予定している分を加える。  

○ 収入から積立金相当額納付金及び積立金より受入を除き、独立行政法人福祉医  

療機構納付金（平成18年度については年金資金運用基金資産承継収入）を控除す  

る（平成17年度については、その他支出から財政融資資金繰上償還等資金財源を  

控除する）。  
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2）基礎年金部分の取扱い  

将来見通しにおいては、給付費は基礎年金交付金相当の部分等を除いた独自給付  

部分について示されていることから、収入から基礎年金交付金を控除し、給付費か  

ら基礎年金交付金相当額を控除する。  

⑤ 基礎年金拠出金・基礎年金交付金の取扱い  

1）将来見通しとの比較  

基礎年金拠出金、基礎年金交付金（報告されている場合）は、確定値ベースで将  

来見通しの報告を受けていることから、本章では、これらについて将来見通しと比  

較する際には、実績についても確定値ベースのものを用いる。   

2）基礎年金拠出金に係る国庫・公経済負担の取扱い  

平成16年財政再計算の将来見通しにおける平成17～20年度の基礎年金拠出金に  

係る国庫・公経済負担については、平成16年改正に基づき各制度とも拠出金の（1／3  

＋11／1000）相当額として見込まれているが、その後の制度改正により、平成17年  

度以降の当該国庫・公経済負担が引き上げられていることから、平成17年度以降の  

比較にあたっては、各制度の将来見通しに、平成16年改正後の基礎年金拠出金に係  

る国庫・公経済負担の引上げを反映させたものを用いる。なお、特別国庫負担につ  

いては、特に考慮していない。  

⑥ 給付費の取扱い  

厚生年金と国民年金における給付費の将来見通しは基礎年金交付金に係る部分等を   

含まないベースで作成されていることから、本章では、全制度とも給付費の実績と将   

来見通しとの比較は行わず、代わりに「実質的な支出」との比較を行う。  

（う 積立金等の取扱い  

運用収入、収支残及び積立金は、時価ベースで記述し、簿価ベースについては、そ   

の旨を明示して記述している。  

⑧ 実績と将来見通しとの蔀離  

将来見通しについては、厚生年金は平成13年度末（平成14年度実績も反映）、国共   

済、地共済は平成14年度末（平成15年度実績も反映）、私学共済は平成15年度末の   

データを基礎として作成されている。 被保険者数や積立金のようなストックデータの   

実績と将来見通しとの蔀離は、毎年度発生する蔀離が累積したものであることから、   

将来見通しの作成の基礎となるデータ年度から、将来見通しが公表される最初の年度   

までの将来見通しについても、実績との比較を検討する必要がある。  
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⑨ 国共済と地共済の取扱い  

国共済と地共済は、決算はそれぞれ個別に行われているものの、平成16年度からの   

財政単位の一元化により、財政再計算では国共済と地共済を一体として取り扱った将   

来見通しが示されているとともに、参考として、国共済、地共済各々の将来見通しも   

示されている。   

本章では、国共済及び地共済の決算ヒアリングの結果を基に国共済・地共済合算分   

（「国共済＋地共済」と表記）の数値を作成し、国共済、地共済それぞれに加え、「国   

共済＋地共済」についても実績と平成16年財政再計算結果を比較する。  

なお、「収支比率及び積立比率の実績と将来見通しとの帝離の分析」については今年   

度は行っていない。  

（参考）マクロ経済スライドについて   

平成16年改正では、マクロ経済スライドにより給付水準を自動調整する仕組みが導入され  

たが、物価スライド特例（平成12～14年度の3年間、消費者物価指数が低下したにも関わら  

ず、年金額を引き下げずに据え置く特例措置）による物価下落率の累積分（1．7％）が解消さ  

れるまでの間は、マクロ経済スライドは発動されないこととなっている。   

なお、平成17～19年度については、物価スライド特例が解消されなかったため、マクロ経  

済スライドは発動されなかった。  
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2 財政収支の実績と将来見通しの比較   

（1）被保険者数  

平成19年度の被保険者数について実績と将来見通しを比較すると、厚生年金、私   

学共済、国民年金（基礎年金）は実績が将来見通しを上回っているが、国共済＋地共   

済は下回っている。国共済、地共済別にみると、国共済は実績が将来見通しを上回っ   

ているが、地共済は下回っている。  

厚生年金は、平成15年度は実績が将来見通しを下回ったものの、平成16年度以降   

は上回っており、平成19年度の実績が将来見通しを上回った割合は6．3％となって   

いる。国共済＋地共済は平成17年度以降、実績が将来見通しを下回っており、平成  

19年度の下回った割合は0．3％となっている。私学共済は平成17年度以降、実績が   

将来見通しを上回っており、平成19年度の上回った割合は4．9％となっている。国   

民年金（基礎年金）は平成15年度以降、実績が将来見通しを上回っており、平成19   

年度の上回った割合は1．2％となっている。（図表3－2－1）  

図表3－2－1被保険者数  

厚生年金  国共済十地共済  

項目  年度                 再計算   差  割合   実績  再計算   差  

①  ②   （彰一②  （①－②）／②  団  ②   ①－②  

平成   百万人  百万人  百万人  ％  千人  千人  千人  ％  

32．1  32．2   △ 0．1  △ 0．2  4，242  

32．3  32．3  0．0  0．1  4，197  

32．8  32．3  0．5  1．5  4，151   4，165   △14    △ 0．3  

33．4  32．2  1．2  3．6  4，112  4，114   △ 2    △ 0．1  

j 19 34．2  32．2  2．0  6．3  4，050  4，062   △11    △ 0．3  

国共済  地共済  

年度                 再計算   差   割合   実績  再計算   差  

①   ②   （彰②  （①－②）／②  同   ②   ①】②  

平成   千人  千人  千人  ％  千人  千人  千人  ％  

1，091  3，151  

1，086  3，111  

1，082   1，073  9  0．9  3，069  3，092   △ 23    ◆ △ 0．7  

1，076   1，060  16  1．5  3，035  3，054   △18    △ 0．6  

1 19 1，058   1，048  10  1．0  2，992  3，014   △22    △ 0．7  

私学共済  国民年金（基礎年金）  

年度               実績 … 再計算  差  割合  実績  再計算   差  

（D  ②  ①② ＝①－②）／②   ①   ②   ①－②  （①②）／②  

平成   千人  千人  千人  ％     百万人  百万人  百万人  ％  

434  69．8  69．7  0．1  0．1  

442  69．7  69．5  0．2  0．3  

448  442  6  1．3  69．8  69．4  0．4  0．5  

458  442  15  3．5  69．8  69．3  0．6  0．8  

j 19 464  442  22  4．9  69．6  68．7  0．8  1．2   

注1厚生年金、国民年金の被保険者数は年度間平均値、その他の制度の被保険者数は年度末値である。  

注2「国共済十地共済」の実績については、年金数理部会にて推計した。  
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（2）標準報酬総額   

平成19年度の標準報酬総額は、厚生年金は実績が将来見通しを上回ったが、国共  

済＋地共済及び私学共済は下回った。国共済、地共済別にみると、いずれも実績が将  

来見通しを下回っている。厚生年金は平成15年度以降、実績が将来見通しを上回っ  

ており、平成19年度の実績が将来見通しを上回った割合は1．9％となっている。国  

共済＋地共済及び私学共済は平成17年度以降、実績が将来見通しを下回っており、  

平成19年度の下回った割合はそれぞれ7．9％、1．9％となっている。（図表3－2－2）  

（3）1人当たり標準報酬額   

1人当たり標準報酬額は、平成19年度は厚生年金、国共済＋地共済及び私学共済  

のいずれの被用者年金も実績が将来見通しを下回った。国共済、地共済別にみても、  

いずれも実績が将来見通しを下回っている。厚生年金は、平成15年度は実績が将来  

見通しを上回ったものの、平成16年度以降は下回っており、平成19年度の実績が将  

来見通しを下回った割合は5．5％となっている。国共済＋地共済及び私学共済は平成  

17年度以降、実績が将来見通しを下回っており、平成19年度の下回った割合は、そ  

れぞれ7．9％、7．0％となっている。（図表3－2－2）  
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図表3－2－2 標準報酬総額、1人当たり標準報酬額（月額）  

厚生年金  国共済＋地共済  

年度         実績 … 再計算   差  割合   実績 ≡ 再計算   差   割合  

（D  ②   ①一② ＝①一②）／②  ①   ②   ①【② ≡（①－②）／②  

平成   兆円  兆円  兆円  ％  億円  億円  億円  ％  
145．9  144．6  1．2  0．9   299，324  

146．9  145．5  1．4  0．9   296，696  

148．7   146．9  1．8  1．2   293，270  300，427 △ 7，156  △2．4  

151．6   149．2  2．4  1．6   289，166  304，110 △14，944  △4．9  

j 19 154．8   152．0  2．8  1．9   283，825  308，176 △24，351  △ 7．9  

平成   円  円  円  ％  円  円  円  ％  
375，064  374，182  882  0．2   587，051  

374，812  375，544 △  732  △ 0．2   587，977  

374，238  379，263 △ 5，025  △1．3   587，915  601，055 △13，140  △2．2  

373，849  385，632 △11，783  △3．1   585，427  616，014 △30，586  △5．0  

1919 372，460  393，974 △21，514  △5．5   582，133  632，301△50，168  △ 7．9  

国共済  地共済  
年度         実績 ≡ 再計算   差   割合   実績 … 再計算  差   割合  

（D  ②   ①－② ＝①②）／②  ①   ②   ①② …（①一②）／②  

平成   億円  億円  億円  ％  億円  億円  億円  ％  
71，088  228，236  

70，717  225，979  

70，654  70，460  194  0．3   222，616  229，967 △ 7，351  △3．2  

70，337  71，318  △ 980  △1．4   218，829  232，792 △13，963  △6．0  

j 19 69，827  72，356 △2，529  △3．5   213，998  235，820 △ 21，822  △9．3  

平成   円  円  円  ％  円  円  円  ％  
542，694  602，387  

543，117  603，578  

545，501 547，296 △1，795  △0．3   602，790  619，706 △16，916  △2．7  

545，429  560，454 △15，025  △2．7   599，560  635，308 △35，748  △5．6  

j 19 546，141 575，514 △29，373  △ 5．1   594，926  652，041△57，115  △臥8  

私学共済  

年度      実績 ぎ 再計算   差  割合  

①    ②   ①－② …（①－②）／②  

平成   億円  億円  億円  ％  
26，076  

26，263  

26，495  26，807  △ 312  △1．2  

26，827  27，181 △ 354  △1．3  

j 19 27，109  27，645  △ 536  △1．9  

平成   円  円  円  ％  
498，031  

493，099  

490，336  505，087 △14，751  △2．9  

486，689  512，122 △25，433  △5．0  

j 19 484，458  520，872 △36，414  △ 7．0   

注1実績の標準報酬総額は、年度間累計である。1人当たり標準報酬額は、標準報酬総額を被保険者数の年度間累計で   

割った年度間平均である。  

注2地共済の標準報酬総額及び1人当たり標準報酬額は、総報酬ベースに換算した場合の額である。  

往3将来見通しの1人当たり標準報酬額は標準報酬総額を被保険者数（厚生年金は年度間平均値、その他の制度は年度   

末値）及び12で除して得た値である。  

往4「国共済十地共済」の実績については、年金数理部会にて推計した。  
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（4）受給者数   

平成19年度の受給者数は、厚生年金、国共済＋地共済及び私学共済は実績が将来  

見通しを下回ったが、国民年金（基礎年金（基礎年金相当受給者を含む。））は上回っ  

た。国共済、地共済別にみると、いずれも実績が将来見通しを下回っている。厚生年  

金は平成15年度以降、実績が将来見通しを下回っており、平成19年度の実績が将来  

見通しを下回った割合は3．3％となっている。国共済＋地共済及び私学共済は平成17  

年度以降、実績が将来見通しを下回っており、平成19年度の下回った割合はそれぞ  

れ4．6％、0．2％となっている。 国民年金（基礎年金）は平成15年度以降、実績が将  

来見通しを上回っており、平成19年度の上回った割合は1．4％となっている。   

平成19年度の受給者数の実績と将来見通しの比較を年金種別でみると、老齢・退  

年相当では、厚生年金は0．5％、国共済＋地共済は1．2％、私学共済は1．6％それぞ  

れ下回っているのに対し、国民年金（基礎年金）は0．1％上回っており、通老・通退  

相当では、厚生年金は6．1％、国共済＋地共済は29．7％、私学共済0．3％それぞれ下  

回っている。・（図表3－2－3）  

図表3－2－3 受給者数  

厚生年金   国共済＋地共済  

項目  年度        実績 … 再計算   差   割合   実績 … 再計算   差   割合  
①    ②  ①【② ＝①一②）／②  ①   ②   ①－② …（①－②）／②  

平成   百万人  百万人  百万人  ％   千人  千人  千人  ％  
20．8  21．2  △0．4  △1．8   2，994  

21．9  22．3  △0．5  △2．2   3，086  

22．7  23．3  △0．6  △2．5   3，162  3，259  △97  △3．0  

23．6  24．3  △0．7  △3．0   3，233  3，358  △125  △3．7  

j 19 24．6  25．5  △0．8  △3．3   3，341   3，503   △162  △4．6  

j 15 9．8  9．8  △0．0  △0．0   2，071  

10．3  10．3  0．0  0．2   2，121  

10．7  10．6  0．0  0．3   2，158  2，171  △13 ●  △0．6  

11．0  11．1  △0．0  △0．1   2，190  2，207  △18  △0．8  

i 19 11．5  11．5  △0．1  △0．5   2，250  2，277  △27  △1．2  

i 15 6．9  7．2  △0．3  △4．4   175  

7．3  7．7  △0．4  △5．4   193  

7．6  8．1  △0．5  △5．8   208  275  △66   △24．2  

8．0  8．5  △0．5  △6．3   226 312  △86  △27．5  

j 19 8．4  9．0  △0．5  △6．1   254  361  △107   △29．7  

1 15 0．3  0．3  0．0  0．0   31  

0．3  0．3  0．0  0．5   32  

0．4  0．3  0．0  1．0   33  38  △5   △13．9  

0．4  0．4  0．0  0．5   33  39  △6   △15．1  

j 19 0．4  0．4  △0．0  △0．0   34  40  △7  △16．6   

j 15 3．8  3．9  △0．1  △1．7   717  

3．9  4．0  △0．1  △2．5   740  

遺族年金  4．1  4．2  △0．1  △3．4   763  775  △12  △1．5  

4．2  4．4  △0．2  △4．2   784  800  △16  △2．0  

j 19 4．3  4．6  △0．2  △5．2   804  825  △22  △2．6   
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第3章◆平成16年財政再計算結果との比較  

国共済   地共済  

項目  年度        実績 j 再計算   差   割合   実績 要 再計算   差  割合  
①  ②   ①－② ≡（①－②）／②  ①  ②   ①－② ≡（①－②）／②  

平成   千人  千人  千人  ％   千人  千人  千人  ％  
906   2，088  

933   2，152  

956  998  △42  △4．2   2，206  2，261  △55  △2．4  

980   1，037  △57  △5．5   2，253  2，321  △68  △2．9  

j 19 1，016   1，090  △74  △6．8   2，325  2，413  △88  △3．6  

i 15 604   1，467  

613   1，508  

618  616  2  0．3   1，540   1，555  △15  △1．0  

624  623  1  0．1   1，566   1，584  △19  △1．2  

i 19 637  637  0  0．1   1，613   1，640  △27  △1．7  

1 15 57   118  

68   125  

78  107  △29   △26．9   130  168  △38   △22．5  

89  130  △41  △31．4   137  182  △45   △24．7  

j 19 106  160  △54   △33．7   148  201  △53  △26．5  

j 15 9   22  

9   22  

10  14  △5   △32．6   23  24  △1  △2．8  

10  15  △5   △33．3   24  25  △1  △4．4  

j 19 10  15  △5   △34．2   24  25  △2  △6．2  

1 15 236   481  

243   497  

250  261  △10  △3．8   513  515  △2  △0．3  

257  270  △12  △4．5   527  530  △4  △0．7  

i 19 263  279  △16  △5．6   541  546  △6  △1．1  

私学共済   国民年金（基礎年金）  

年度        実績 ≡ 再計算   差   割合   実績 … 再計算   差  割合  

①  ②   ①② 婁（①－②）／②  ①  ②   ①－② ≡（①②）／②  

平成   千人  千人  千人  ％  百万人  百万人  百万人  ％  
234．5   24．4  24．1  0．4  1．5  

247．3   25．2  24．8  0．4  1．5  

259．2  263．1  △3．9  △1．5   25．9  25．6  0．4  1．4  

272．6  274．0  △1．4  △0．5   26．8  26．4  0．4  1．3  

j 19 287．0  287．6  △0．7  △0．2   27．7  27．3  0．4  1．4  

j 15 67．3   22．5  22．5  0．0  0．1  

71．8   23．2  23．2  0．0  0．1  

76．4  77．6  △1．2  △1．5   23．9  23．9  0．0  0．0  

81．1  81．9  △0．7  △0．9   24．8  24．8  △0．0  △0．0  

j 19 85．5  87．0  △1．4  △1．6   25．6  25．6  0．0  0．1  

15  119．9  

16  126．3  

131．8 135．1 △3．3 △2．5  
17 18  

13臥3 140．0 △1．7 △1．2  

19  146．2 146．7 △0．5 △0．3  

1515 1．6   1．6  1．5  0．2  12．0  

1．7   1．7  1．5  0．2  12．9  

1．8  1．8  △0．1  △3．4   1．7  1．5  0．2  13．8  

1．9  1．9  △0．1  △4．0   1．7  1．5  0．2  14．6  

i 19 1．9  2．0  △0．1  △4．8   1．8  1．5  0．2  15．4   

1 15 45．6   0．3  0．2  0．2  103．7  

47．5   0．3  0．2  0．2  100．1  

遺族年金  49．2  48．6  0．7  1．3   0．3  0．1  0．1  96．9  

51．3  50．2  1．1  2．1   0．3  0．1  0．1  94．1  

j 19 53．3  51．9  1．4  2．6   0．3  0．1  0，1  91．2   

注1厚生年金、国民年金は年度間平均値、その他の制度は年度末値である。  

注2 国民年金の受給者には、みなし基礎年金受給者を含む。また、国民年金の実績は、受給権者数である。  

注3「国共済十地共済」の実績については、年金数理部会にて推計した。  
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第3章◆平成16年財政再計算結果との比較  

（5）保険料収入   

平成19年度の保険料収入は、厚生年金は実績（実績推計）が将来見通しを上回っ  

たが、国共済＋地共済、私学共済及び国民年金は下回った。国共済、地共済別にみる  

と、いずれも実績が将来見通しを下回っている。厚生年金は平成15年度以降、実績  

（実績推計）が将来見通しを上回っており、平成19年度の実績（実績推計）が将来  

見通しを上回った割合は1．1％となっている。国共済＋地共済及び私学共済は平成17  

年度以降、実績が将来見通しを下回っており、平成19年度の下回った割合はそれぞ  

れ8．0％及び0．8％となっている。 国民年金は、平成15年度は実績が将来見通しを上  

回ったものの、平成16年度以降は下回っており、平成19年度の下回った割合は22．8％  

となっている。 （図表3－2－4）  

図表3－2－4 保険料収入額  

国共済＋地共済  

保険料 収入額  厚生年金       実績≡実績推計室 再計算  差   割合   実績  再計算   差  

（D   ②  ①一② ぎ（①－②）／②   ①   ②   （む一②  

平成   兆円  兆円  兆円  兆円  ％  億円  億円  億円  ％   
15   19．2  20．2  19．7  0．5  2．6  39，907   

16   19．5  20．2  20．0  0．2  0．9  39，954   

17   20．1  21．0  20．8  0．2  1．1  40，389  41，346  △ 957  △ 2．3   

18   21．0  21．9  21．6  0．3  1．3  40，644  42，761 △2，117  △5．0   

19   22．0  22．8  22．6  0．2  1．1  40，708  44，254 △3，546  △8．0   

保険料  
国共済  地共済  

実績  再計算   
収入額  

差   割合   実績  再計算   差  

①   ②   ①－② …（①②）／②   ①   ②   ①－②  

平成   億円  億円  億円  ％  億円  億円  億円  ％   

15   10，231  29，677   

16   10，218  29，735   

17   10，290  10，249  41  0．4  30，099  31，097 △ 998  △3．2   

18   10，333  10，464  △132  △1．3  30，312  32，297 △1，985  △6．1   

19   10，350  10，708  △ 358  △ 3．3  30，358  33，546 △3，188  △9．5   

保険料  
私学共済  国民年金  

実績   再計算   
収入額  

差    割合   実績  再計算   差  

①   ②   ①一② ≡（①－②）／②   ①   ②   ①－②  

平成   億円  億円  億円  ％  兆円  兆円  兆円  ％   

15   2，736  2．0  1．9  0．1  5．0   

16   2，758  1．9  2．0  △ 0．0  △ 1．6   

17   2，865  2，873   △ 7  △ 0．3  1．9  2．1  △ 0．1 △ 5．8   

18   2，992  3，000   △ 8  △ 0．3  1，9  2．2   △ 0．3  △15．4   

19   3，122  3，148   △26  △0．8  1．9  2．4  △ 0．5  △ 22．8   

注1厚生年金の実績推計については、用語解説「厚生年金の実績推計」の項を参照のこと。  

注2私学共済の保険料収入額には都道府県補助金を含む。  

注3「国共済＋地共済」の実績については、年金数理部会にて推計した。  
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二第3章◆平成16年財政再計算結果との比較   

（6）国庫・公経済負担   

平成19年度の国庫・公経済負担は、厚生年金は実績（実績推計）が将来見通しを  

上回ったが、国共済＋地共済、私学共済及び国民年金は下回った。国共済、地共済別  

にみると、いずれも実績が将来見通しを下回っている。厚生年金、国共済＋地共済及  

び私学共済の平成19年度の実績推計が将来見通しを上回った割合はそれぞれ6．2％、  

5．6％、7．2％となっており、国民年金の実績が将来見通しを下回った割合は9．7％と  

なっている。（図表3－2－5）  

図表3－2－5 国庫・公経済負担額  

国庫・公経  
厚生年金  国共済＋地共済  

計絹吉十算  差   割合   
済負担額        実績要讐    ②  実績  再計算   差  割合  

①－② …（①一②）／②   ②   ①】②  （①②）／②   

平成   兆円  兆円  兆円  兆円  ％  億円  億円  億円  ％   
15   4．1  4．1  4．3   △ 0．2   △ 5．2  4，735   
16   4．3   4．3  4．4   △ 0．1  △ 2．1  5，320   

17   4・5 4・5 （△0・1）（△3・1）  5，416・ 
（  （ 

（△173）（△3・1）   

18   4・8 4・8 （0・0） （0・7）  5，580 
（  （ 

（△113）（△2・0）   

19   5・2 5・2 （6・2）  6，147 
（£宗（0・3）  （ 

（324） （5・6）   

国共済  
．国庫・公経  

実績   蔓 再計算   

地共済  

済負担額  
差   割合   実績  再計算   差   割合  

（》  ②   ①一② …（①【②）／②   ②   （D－②  （①－②）／②   

平成   億円  億円  億円  ％  億円  億円  億円  ％   
15   1，433  3，302   

16   1，525  3，795   

17   1，589 （△ 2）（△0・1）  3・828 
（1  （ 

（△171）（△4・3）   

18   1・622 （△10）（△0・6）  
（1  3，958（ （△103）（△2・5）   

19   1，720 （40） （2・4）  4，427 
（1  （ 

（284） （6・9）   

私学共済  
国庫・公経  

国民年金  

済負担額  
実績   再計算   差   割合   実績   再計算   差   割合  

①  ②   ①－② ＝①②）／②   
平成   

①   ②   ①一②  （①一②）／②  

億円  億円  億円  ％  兆円  兆円  兆円  ％   
15   452  1．5  1．6   △ 0．1  △ 4．1   

16   499  1．5  1．6   △ 0．1  △ 7．3   

17   （9） （1・7）  537（孟諾  
1・7 

（1 
（△0・1）（△3・5）   

18   （14） （2・5）  557（芸  1・8 

（1 
（△0・1）（△5・8）   

19   605 （41） （7・2）  

（  

1・8 

（ 
（△0・2）（△9・7）   

注1厚生年金の実績推計については、用語解説「厚生年金の実績推計」の項を参照のこと。  

注2再計算の平成17年度以降の（）内の数値は、基礎年金拠出金に係る国庫・公経済負担について、平成16年改正後   

の引上げ分を反映した加工値であり、年金数理部会にて推計した。  

注3「国共済十地共済」の実績については、年金数理部会にて推計した。  
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第3章◆平成16年財政再計算結果との比較   

（7）運用収入  

平成19年度の運用収入を時価ベースでみると、厚生年金、国共済＋地共済、私学   

共済及び国民年金はいずれも実績（実績推計）が将来見通しを下回った。国共済、地   

共済別にみても、いずれも実績が将来見通しを下回っている。  

厚生年金及び国民年金は平成15～18年度、国共済＋地共済及び私学共済は平成17   

～18年度、実績（実績推計）が将来見通しを上回っていたが、平成19年度には下回   

っている。  

各制度の運用収入が上記のような結果となったのは、運用利回りの実績と将来見通   

しに差が生じていることが大きな要因である。運用利回りの将来見通しは、平成19   

年度で、厚生年金が2．51％、国民年金が2．50％、国共済＋地共済及び私学共済が   

2．60％とされているが、厚生年金、国共済＋地共済、私学共済及び国民年金はいずれ   

も実績が将来見通しを下回る結果となった。（図表3－2－6）  

なお、公的年金では保険料や給付費が長期的には概ね名目賃金上昇率に応じて増減   

することから、運用利回りの実績を将来見通しと比べる際は実質的な利回りで比較す   

る必要がある。（第4節参照）  

図表3－2－6 運用収入と運用利回り  

厚生年金   国共済十地共済  

項目  年度        実績 再算  実績  再計算  差 壬 割合  
①②…（①／②  ①   ②  ①一②…（①－②）／②  

平成   兆円  兆円  兆円  兆円  ％   億円  億円  億円  ％  

3・4  

9，357  
［［7．。］   ［。．6］ ［1。5．7］  ［20，277］  

9，643  

［［。．1］  
2・8  

［1．3］ ［。4．。］  ［14，491］  

3．0   16，026   7，383   （8，642）  （117．0）  

1．8                     ［9．2］［10．4］   （3．0）   ［（7．4）］ ［（249．8）］   ［37，010］ （7，384）［（29，626）］ ［（401．2）］  

2．6  3．5   18，252 10，616   （7，630）   （71．8）  

［4．3］［5．2］   （3．6）   ［（1．6）］  ［（46．4）］   ［16，272］（10，621） ［（5，651）〕  ［（53．2）］  

1 19 
1．7  4．0   14，756 12，082   （2，660）   （22．0）  

［△4．9］［△3．4］  （4．0） ［（△7．4）］［（△185．8）］   ［△14，737］（12，095）［（△26，833）］［（△221．8）］  

平成  ％ ％ ％  ％  ％  ％ ％ ％ ％  

15  
［4創］ 

1・99 
［2．92］ ［146．7］  

16  ［2．73］ 
1・69 

［1．叫 ［61．5］  

1・60 
［6．82］  

1・81  
［5．01］ ［276．8］  ［ ［ ［3  

2・30  

［3．10］  
2・21  

［0．89］  ［40．3］   ［   ［  ［  

2・60 / 19 
［△3．54］  

2・51 
［△6．05］［△241．0］   ［△  ［△［△21   
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国共済   地共済  
年度  実績   再計算  差  割合   実績   再計算   差   割合  

①  ②  ①－② ≡（①②）／②   ①  ②  ①－② …（①－②）／②  

平成   億円  億円  億円  ％   億円  億円  億円  ％  
2，358   7，000  

［3，282］   ［16，995］  

2，109   7，534  

［2，291］   ［12，200］  

2，423   1，372   （1，050）   （76．5）   13，604  6，011   （7，592）   （126．3）  

［4，647］ （1，373） ［（3，274）］ ［（238．5）］   ［32，363］（6，012）［（26，352）］ ［（438．3）］  
2，607   1，970  （635）   （32．2）   15，645  8，646   （6，996）   （80．9）  

［2，503］ （1，972）   ［（531）］  ［（26．9）］   ［13，769］ （8，649） ［（5，120）］  ［（59．2）］  

j 19 
2，789  2，230  （556）   （24．9）   11，966   9，853   （2，104）   （21．3）  

［△479］ （2，233）［（△2，712）］［（△121．4）］   ［△14，259］（9，862）［（△24，121）］［（△244．6）］  

平成   ％  ％  ％  ％   ％  ％  ％  ％  
2．68   1．81  

［3．84］   ［4．83］  

2．35   1．98  

［2．65］   ［3．23］  

1・60  1・60  
［   ［ ［2   ［  ［6 ［。  

2・30  2・30  
［   ［  ［   ［   ［1  ［  

1 19 2・60 
［△  ［△［△1   ［。諾 2・60［△㌶［△23器  

私学共済   国民年金  
年度  実績  再計算  差  割合   実績   再計算  差  割合  

①  ②  ①② ≡（①－②）／②   ①  ②  ①－② 室（①一②）／②  

平成   億円  億円  億円  ％   兆円  兆円  兆円  ％  
670  

［809］   ［  

0・2  

［。．2］ ［11。．。］  
738  

［1，103］   ［  

0・2  

［。．1］ ［5。．1］  

1，359  510  （849）  （166．5）   0．14  0．2  

［1，903］  （510） ［（1，393）］ ［（273．1）］   ［0．65］   （0．2）   ［（0．5）］ ［（243．2）］  
1，250  740  （510）   （68．9）   0．20  0．2  

［1，416］  （740）   ［（676）］  ［（91．3）］   ［0．29］  （0．2）   ［（0．1）］  ［（24．6）］  

i 19 
873  851  （21）  （2．5）   0．11  0．3  

［△1，237］  （852）［（△2，089）］［（△245．2）］   ［△0．31］   （0．3） ［（△0．6）］［（△217．6）］  

平成   ％  ％  ％  ％   ％  ％  ％  ％  
2．00  

［2．61］   ［4．78］  
1・90  

［2．88］ ［151．6］  

1．79  

［3．35］   ［2．77］  
1・57  

［1．20］  ［76．4］  

1・60  
［   ［ ［2   ［6．88］  

1・74  
［5．14］ ［295．4］  

2・30  
［   ［1  ［3朋］  

2・18  
［0．89］  ［40．8］  

j 19 2・60 
［。  ［。［△2   ［△3．38］  2・50 ［△5．88］［△235．2］   

注1厚生年金の実績推計については、用語解説「厚生年金の実績推計」の項を参照のこと。  

注2［］内は、時価ベースである。なお、平成15～18年度の厚生年金・国民年金の実績の［］の値は、旧年金福祉事業団からの承   

継資産に係る損益を含めて、年金積立金管理運用独立行政法人（17年度以前は旧年金資金運用基金）における市場運用分の   

運用実績を時価ベースで評価したものである。承継資産に係る損益の厚生年金・国民年金への按分は、厚生年金・国民年金の   

積立金の元本平均残高の比率により行っている。  

注3 国共済、地共済、私学共済の時価ベースの運用収入は、年度末積立金の評価損益の増減分等を加減して算出した参考値であ   

り、時価ベースの運用利回りは、この運用収入を基にした修正総合利回りを計上している。  

注4再計算の平成17年度以降の（）内の数値は、基礎年金拠出金に係る国庫・公経済負担について、平成16年改正後の引上げ   

分を反映した加工値であり、年金数理部会にて推計した。  

注5「国共済十地共済」の実績については、年金数理部会にて推計した。「国共済＋地共済」の運用利回りは、国共済、地共済の運   

用収入（時価ベース）、正味運用収入等から年金数理部会にて推計した。  
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（8）実質的な支出額  

平成19年度の実質的な支出額は、厚生年金及び私学共済は実績（実績推計）が将   

来見通しを上回ったが、国共済＋地共済及び国民年金は下回った。国共済、地共済別   

にみると、国共済は実績が将来見通しを上回っているが、地共済は下回っている。  

厚生年金は平成15年度以降、私学共済は平成17年度以降、いずれも実績（実績推   

計）が将来見通しを上回っており、平成19年度の上回った割合はそれぞれ1．4％、   

3・0％となっている。国共済＋地共済は平成17年度以降、国民年金は平成15年度以   

降、いずれも実績が将来見通しを下回っており、平成19年度の下回った割合はそれ   

ぞれ0．7％、11．0％となっている。（図表3－2－7）  

図表3－2－7 実質的な支出額  

実質的な  
厚生年金  国共済＋地共済  

支出額              実績書習  再計算   
差  割合   実績  再計算   差  

②   （》－②  （①－②）／②   ①   ②   ①叫②  

平成   兆円  兆円  兆円  兆円  ％  億円  億円  億円  ％   
15   29．3  30．5  30．0  0．5  1．6  49，832  

16   30．4  31．6  30．9  0．7  2．3  52，281  
17   31．0  32．3  31．7  0．6  1．9  53，384  54，041  △657  △1．2   

18   31．9  33．0  32．7  0．3  1．0  54，699  55，585   △886  △1．6   

19   32．8  34．0  33．5  0．5  1．4  56，960  57，385   △425  △0．7   

地共済  

実質的な 支出額   実績   再計算   

国共済  

実績  再計算   差  

①   ②   差  割合               ①－②  （①－②）／②   ①   ②   （D－②  

平成   億円  億円  億円  ％  億円  億円  億円  ％   
15   13，768  36，064  

16   13，644  38，638  
17   13，410  13，182  229  1．7  39，974  40，860   △886  △2．2   

18   13，998  13，766  232  1．7  40，701  41，819  △1，118  △2．7   

19   14，812  14，238  574  4．0  42，147  43，147   △999  △2．3   

国民年金  

実質的な 支出額   実績   再計算   

私学共済  

差  割合   実績  再計算   差  

①   ②   ①－②  （①－②）／②   ①   ②   （D－（診  

平成   億円  億円  億円  ％  兆円  兆円  兆円  ％   
15   3，388  3．6  3．7  △0．2  △4．5   

16   3，532  3．6  4．0  △0．3  △8．3   

17   3，661   3，626  36  1．0  4．0  4．1  △0．2  △4．0   

18   3，784  3，733  51  1．4  4．2  4．5  △0．3  △5．8   

19   3，961   3，847  114  3．0  4．2  4．7  △0．5   △11．0   

注1厚生年金の実績推計については、用語解説「厚生年金の実績推計」の項を参照のこと。  
注2「国共済＋地共済」の実績については、年金数理部会にて推計した。  
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